
まち・ひと・しごと創生に関する政策を検討するに当たっての原則 

 

まち・ひと・しごとの創生に向けては、人々が安心して生活を営み、子

供を産み育てられる社会環境を作り出すことによって、活力にあふれた地

方の創生を目指すことが急務の課題である。 

このため、地方において、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「し

ごと」を呼び込む「好循環」を確立することで、地方への新たな人の流れ

を生み出すとともに、その「好循環」を支える「まち」に活力を取り戻す

ことに取り組むこととしている。 

この観点から、今後の検討にあたっては、以下の原則に即した政策を整

備するよう徹底をはかる。 

 

(1) 自立性（自立を支援する施策） 

地方・地域・企業・個人の自立に資するものであること。この中で、

外部人材の活用や人づくりにつながる施策を優先課題とする。 

(2) 将来性（夢を持つ前向きな施策） 

地方が主体となり行う、夢を持つ前向きな取り組みに対する支援に重

点をおくこと。 

(3) 地域性（地域の実情等を踏まえた施策） 

国の施策の「縦割り」を排除し、客観的なデータにより各地域の実情

や将来性を十分に踏まえた、持続可能な施策を支援するものであるこ

と。 

(4) 直接性（直接の支援効果のある施策） 

ひと・しごとの移転・創出を図り、これを支えるまちづくりを直接的

に支援するものであること 

(5) 結果重視（結果を追求する施策） 

プロセスよりも結果を重視する支援であること。このため、目指すべ

き成果が具体的に想定され、検証等がなされるものであること。 
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